
19年度からの市県民税は 

　税率は一律10％に 

変更点１.

　定率減税を廃止 

変更点２.

　65歳以上のかたへの　 
　非課税措置を段階的 
　に廃止 

変更点３.
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平
成
19
年
度
の
市
県
民
税
を
納
付
書
（
ま
た

は
口
座
振
替
）
で
納
め
て
い
た
だ
く
か
た
に
、

６
月
１
日
付
け
で
納
税
通
知
書
を
お
送
り
し
ま

す
。ま

た
、
給
料
か
ら
市
県
民
税
が
天
引
き
さ
れ

る
か
た
に
は
、
事
業
所
か
ら
税
額
の
通
知
書
が

配
布
さ
れ
ま
す
。

『
地
方
に
で
き
る
こ
と
は
地
方
に
』
と
い
う

理
念
の
も
と
、
地
方
の
権
限
と
責
任
を
拡
大
し
、

地
方
分
権
を
一
層
推
進
す
る
た
め
に
、
税
源
移

譲
が
行
わ
れ
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
お
よ
そ
３

兆
円
の
税
源
が
、
国
か
ら
地
方(

県
・
市)

へ
移

譲
さ
れ
、
所
得
税
と
市
県
民
税
の
税
率
が
次
の

よ
う
に
変
わ
り
ま
す
。

市
県
民
税

平
成
19
年
６
月
分
か
ら
適
用→

３

段
階
の
税
率
か
ら
、
一
律
10
％
へ

※
市
民
税
６
％
、
県
民
税
４
％

所
得
税

平
成
19
年
１
月
分
か
ら
適
用→

４
段

階
の
税
率
を
６
段
階
に
細
分
化

※
所
得
税
と
市
県
民
税
を
合
わ
せ
た
税
負
担
が

変
わ
ら
な
い
よ
う
に
変
更
。

※
税
源
移
譲
の
ほ
か
、
次
の
点
が
改
正
さ
れ
た

た
め
、
実
際
の
税
額
負
担
が
変
わ
る
場
合
が

あ
り
ま
す
の
で
ご
留
意
く
だ
さ
い
。

万円（課税所得金額） 
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所得税 
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所 得 税：４段階の税率 
市県民税：３段階の税率 

万円（課税所得金額） 
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所得税と市県民税の新旧税率対照 

税源移譲による負担変動（年額） 

給与収入 

200万円 
300万円 
500万円 

＝ 

給与収入 

300万円 
500万円 
700万円 

負担増減額 

０円 
０円 
０円 

税源移譲前 
市県民税 合　計 所得税 

円

円

円

12,300円
181,400円
422,000円

円

円

円

税源移譲前 
市県民税 合　計 所得税 

円

円

円

93,500円
175,200円
386,900円

円

円

円

税源移譲後 
市県民税 合　計 所得税 税源移譲分 

円
円
円

定率減税廃止分 

負担増減額 

０円 
０円 
０円 

税源移譲分 

円
円
円

定率減税廃止分 

円

円

円

13,000円
199,000円
463,000円

円

円

円

税源移譲後 
市県民税 合　計 所得税 

円

円

円

102,500円
192,500円
425,000円

円

円

円

＝ 

※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。 
※所得税額、市県民税額は定率減税の廃止（変更点２）の影響も含めて計算しています。 
※市県民税額には均等割額が含まれています。 
※夫婦＋子供２人の場合、子供のうち１人が特定扶養親族に該当するものとしています。 

※税源移譲によって所得税と市県民税とを合わせた税負担は変わりませんが、「定
率減税の廃止」や「65歳以上の非課税措置の段階的廃止」など、他の理由
により実際の税負担は変わりますのでご留意ください。 




